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スマート保安技術の
進展に伴い適切な
導入加速が必要 1

NITE電気保安技術支援業務の沿革
 NITEは2015年度より事故関係から電気保安行政を技術支援する活動を開始。
2021年度より電気事業法に基づく立入検査を実施。また、スマート保安業務も取組開始。

電気工作物の事故 国（本省・各地方監督部）へ報告
内容に応じて国は指導・監督 事故情報を保存

情報を分析し政策に反映・
事業者等に水平展開原子力を除く発電設備、

（水力、火力、太陽光、風力等）
送配電設備、受変電設備

事故

電力会社、需要設備を持つ町工場等様々

[設置者・電気主任技術者等]検討内容の報告
[国]妥当性の確認・指導

（参）事故対応行政の概要

2017年度
（平成29年度）

2016年度
（平成28年度）

2015年度
（平成27年度）

2014年度
（平成26年度）

2018年度
（平成30年度）

経済産業省 電力安全課と業務検討／各団体等訪問
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課
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り
業
務
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METI電力安全課に代わり事故報告書情報の整理・分析
（統計とりまとめ＆重大事故分析）

事故報告書情報に関するシステム構築・運用

事故実機調査

経産省の持つ活用し
きれてない事故情報
を統一的に整理・分
析が必要 事故情報の作成・整

理・分析の高度化には
システム化が必要

事業者自主保安とはいえ、
調査能力に限界があり原
因不明となっている報告が
散見

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

立入検査等再エネ対応
再エネ導入拡大に伴い
小出力設備等で保安
上の課題が深刻化

2021年度
（令和3年度）
立検法施行

スマート保安対応

2017年度から、外部の関係機関から、NITEに対し、
事故事例等の分析・整理について講演・研修等のリクエストが始まる。

技術企画課(当時)内担当 電力安全技術支援室 電力安全センター準備室 電力安全技術支援整備室

法改正成立



（参考）NITEの概要

１．製品安全分野
製品事故に関する情報を調査、分析し、再発・未然防止やリスクの低
い製品開発に向けて必要な情報を発信します。

２．化学物質管理分野
化学物質の人の健康や環境に影響するリスクの低減に貢献するととも
に、 国際社会の変化に柔軟に対応 した化学物質管理制度の構築
に向けた支援を行います。

３．バイオテクノロジー分野
生物資源や遺伝子組換え技術の産業利用における安全確保と、生
物資源及び関連情報の利活用によるイノベーション促進により、バイオ
産業の持続的な発展を支援しています。

４．適合性認定分野
公的認定機関として、 試験所・校正機関・製品認証機関・標準物
質生産者を国際規格に基づいて認定し、試験 ・ 校正データの信頼
性や製品の品質を支えています。

５．国際評価技術分野
大型蓄電池システムやファインバブルなど、戦略的技術分野における、
先進的な技術 ・ 知見等を活用した評価技術の開発、 国際標準の
提案、認証基盤の整備等や電気保安行政支援を行います。

 経済産業省所管の独立行政法人（国家公務員型）で、技術面から各種行政支援等。
国が定める業務運営目標を達成するための計画に基づき（ともに毎年度更新）、業務実施。

 本所（東京）・2事業所（大阪・木更津）・7支所（札幌・仙台・名古屋・金沢・広島・
高松・福岡）・1その他拠点（桐生）からなる全国組織。

※この他、マネジメント関係部署あり。
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小出力発電設備事故報告システムの改修
（スマートフォン版の公開）
 第4回電気保安制度WG（2021年1月22日開催）等でいただいたご意見を踏まえ、
スマートフォン端末による簡便な事故報告が可能となるよう取り急ぎシステムを改修。
– Android・iPhone（iOS）ともに対応

– 報告書(PDF・XML)・写真(PDF)を添付し報告先メールアドレスが入力された送信用メールを、システムで自動作成

事故発生日等の
共通事項を入力

メールで報告

報告書PDF

入力データXML

詳報作成支援システム
（スマートフォン版）を開く

写真PDF
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事故報告に応じた
必要情報を入力

https://www.nite.go.jp/gcet/tso/shohosupport/mobile/
※利用案内・メンテナンス情報等は以下ページに掲載予定
https://www.nite.go.jp/gcet/tso/shoho.html

設置の形態など報告に必要な情報を選択



電気事業法に基づく立入検査を2021年7月から開始
 電気事業法等が改正され、2021年4月1日から、NITEに立入検査権限が付与。

 法施行前の2020年度から産業保安監督部等の立入検査に54件同行して、検査能力を
向上させたほか、経済産業省と協議の上、詳細な実行ルールを整備するなど、立入検査制
度開始に向けた準備を着実に実施。

 2021年度は、これまでNITEが実施してきた事故報告の整理・分析の結果等から、
過去に事故を起こした太陽電池発電所等への立入検査を実施予定（大臣指示を受けて
順次実施）。

 今後は、産業保安監督部等と協力して立入検査を的確に実施し、行政への技術的支援
を行う。また、立入検査を実施することで得られた保安上の知見を保安関係団体に提供す
るなどの活動を実施していく予定。

2021年7月1日に実施した立入検査風景写真
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＜事例１＞
自家用電気工作物設置事業場において、受電用引込柱（構内第
一柱）が倒壊し、第三者が所有する物件を損傷させる事故が発生。

鉄筋コンクリート柱倒壊事故現場

NITEが調査したところ、腐食により鉄筋の強度が低下していたことが
判明。また、強度計算によると、架渉線の張力による曲げモーメントが
鉄筋コンクリート柱の設計許容値以上となっていたことが判明。

＜事例２＞
自家用電気工作物設置事業場において、比較的新しい高圧引込
みケーブルが絶縁破壊して地絡し、電力会社に供給支障を与える波
及事故が発生。

鉄筋の折損部（著しく腐食） 鉄筋の電子顕微鏡写真（粒界腐食）

NITE等が調査したところ、水トリー現象※によることが判明。
※ 高圧ケーブルの絶縁に使われる架橋ポリエチレン等に、水と電界
が影響して小さな亀裂が発生し、樹枝（tree）状に成長する現象。

高圧ケーブルのシースの地絡痕

高圧ケーブル内部の焼損状況 絶縁体の水トリー

事故実機調査結果から注意喚起を発出

 事故実機調査結果を踏まえて、電気保安関係者に向けて、産業保安監督部と連名で注
意喚起を発出。引き続き調査・周知活動を行っていく。
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＜事例１＞
鉄筋コンクリート柱の強度低下による倒壊事故発生対策の
注意喚起

https://www.nite.go.jp/gcet/tso/20210217_kinki_announce.html
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https://www.nite.go.jp/gcet/tso/20210616_kinki_announce.html
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＜事例２＞
水トリー現象によるケーブルの地絡事故発生対策の注意喚起



その他これまでの取組について
 構築した事故情報システムを活用し、事業者から経済産業省に報告される事故情報等の
提供を受け、事故情報の整理・分析を実施中。令和元年度の結果は、電気保安統計とし
て取りまとめ、2021年3月16日にホームページ上で公表。

 現場支援・蓄積情報高度化の観点から、NITE提案で、2018年度から事故実機調査業
務を開始し、合計145件実施。これまでの調査結果を電力安全小委員会に報告するほか、
電気保安関係者に向けた注意喚起に活用（前述のとおり）。
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https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/
sangyo/electric/detail/denkihoantoukei.html

産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会
第22回電力安全小委員会資料より
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NITE電気保安技術支援業務の今後方向性
 NITEは、「事故情報から得られる特異点・トレンドの分析・フォローアップ」、「事故実機調査
で得られる事故発生電気工作物に対する知見」、「立入検査の実施で得られる保安現場
の実態把握」といった異なる３つの現場的視点をもって電気保安業務を技術支援していく。

 また、スマート保安技術の妥当性確認や促進の仕組みを経済産業省と連携して作り、ス
マート保安推進のハブとなることをめざし活動を行っていく。

 これらを有機的に連携させることで、NITEならではの切り口から、有益な情報を収集・整理
抽出し、立入検査等における指導・助言のほか、講演会等を通じて事故情報の展開や既
存制度の見直しなど、官民に対して積極的に提案・発信していくことをめざす。

官
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気
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上
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事故情報分析

事故実機調査

立入検査

スマート保安推進

総合的な
整理・分析
により、

保安知見の
水平展開

＆
制度等
改善提言

スマート保安
技術の

妥当性確認
や導入促進


